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はじめに
近年､ ソーシャルビジネスへの関心が高まっ
ている｡ ソーシャルビジネスは社会的課題に
対してビジネスの手法を用いて解決しようと
する事業である｡ 社会貢献と事業性をあわせ
もつ新しいタイプの事業と考えられている｡
ソーシャルビジネスをおこなう事業者は､
NPO や協同組合そして民間企業とその組織
形態はさまざまである｡ これらは､ 広義の解
釈としては､ 社会的企業 (Social Enter-
prise) と呼ばれる｡ 事業領域やサービス内
容もさまざまであり､ この多様性が特徴とさ
れる｡
活動は世界的にも活性化1しており､ 先進
国であるイギリスでは､ すでに政府をあげて
支援政策の立案をおこなっている2｡ 我が国
でも新しい公共の担い手として期待が高まっ
ている｡
しかしながら､ ソーシャルビジネスの課題
として､ 真っ先にあげられることは､ 資金調
達の問題である｡ たとえば､ 通常のビジネス
であればサービスの受益者は一般市民である｡
一方､ ソーシャルビジネスでは､ 対象者は貧
困層などの社会的弱者であることが多い｡ そ
のため直接的に対象者から収益をあげるモデ
ルが構築しにくいなどの制約がある｡ 多くの
ソーシャルビジネスの事業者は､ 助成や寄付
に頼らざるを得ない状況で運営には不安定さ
がつきまとう｡ そこで､ NPO 法人かものは
しプロジェクト (以下かものはし) の運営を
分析することにより､ ソーシャルビジネスに
おける収入の在り方を検討していきたい｡
Ⅰ ソーシャルビジネスと資金
 ソーシャルビジネスについて
ソーシャルビジネスは､ さまざまな社会の
問題に対して､ 慈善的対応とは異なり､ 直接
的な事業を通して､ 解決しようとする事業で
ある｡
日本においても様々な分野で､ ソーシャル
ビジネスの広がりが見られる｡ ソーシャルビ
ジネス研究会3では次の 3 点をソーシャルビ
ジネスの要件としている｡
① 社会性：現在解決が求められている社
会的課題に取り組むことを事業活動の
ミッションとすること｡
② 事業性：①のミッションをビジネスの
形に表し､ 継続的に事業活動を進めて
いくこと｡
③ 革新性：新しい社会的商品・サービス
や､ それを提供するための仕組みを開
発したり､ 活用したりすること｡ また､
その活動が社会に広がることを通して､
新しい社会的価値を創出することとさ
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れる｡
 ソーシャルビジネスと資金
営利企業の場合､ 資金調達は借入金､ 株式
が一般的な方法である｡ ソーシャルビジネス
の事業は社会性が高いことから公的セクター
や民間セクターの助成金､ 寄付4などの資金
の協力を得ている場合が多い｡ 運営資金すべ
てを収益事業で賄うことはむずかしい面もあ
る｡ この点では､ 営利事業とは､ 異なる事業
資金の流れがある｡
ソーシャルビジネス推進研究会5によると
収入構造の内訳は､ ①事業収入､ ②行政から
の収入 (助成､ 補助)､ ③その他の財源 (増
資､ 寄付､ 会費) の 3つに分類され､ 多くの
場合､ これらを組み合わせながら活動してい
る｡ 成功をおさめている組織であっても､ 事
業運営は常に不安定な財務状態にあるといわ
れている｡ 米国のNPOのコモン・グラウン
ド・コミュニティ6の設立者のハガティは
｢新しいプロジェクトで政府や企業からの多
額の寄付が不可欠です｡ 寄付金を集めるプロ
セスは､ 時間とエネルギーを要し､ とても苦
労しています｣ と述べている (斎藤､ 2004､
p. 74)｡ 現在､ 事業を拡大している病児保育
のNPO法人フローレンスの収入の内訳は､
事業収入 (雑収入含む) 約 73％､ 民間助成
金等 16.1％､ 寄付金 10.7％である｡ イノベ―
ティブなモデルが社会に認知されつつあるも
のの､ 寄付・助成の割合は高いことが見られ
る｡ NPO 法人ぱれっとグループでは､ 収入
一億円 (2005) の内訳は､ 事業収入 25.67％
に対し会費 2.69％､ 補助金・助成金が 64.7
％､ 企業､ 個人の寄付金 6.91％である (谷
本､ 2007､ p. 81)｡ 補助金・助成金がかなり
の比重を占めている｡ このように､ 認知度の
高いソーシャルビジネス事業者とはいえ､ 一
般企業に比べると補助金7・助成金・寄付の
依存率はかなり高いと言わざるをえないのが
現状である｡
寄付に対する依存度の高さは､ リスク軽減
ともいえる一方､ もろ刃の剣でもあり､ 新た
なリスクを生じる危険もある｡ その点につい
て､ 神座 (2006､ pp. 103-104) は､ 資金の
出し手が分散されていない場合､ 他律的に資
金流入額が変動する要素の大きい点､ 国の寄
付や補助金で運営される組織では､ 持続性に
関しても高い変動性リスクにさらされる点を
指摘している｡
ソーシャルビジネスは収益につながりにく
い点から､ これまで間接金融の対象とされて
こなかった面もある｡ しかし､ 近年､ 企業に
対する社会的責任や社会的貢献の期待が高ま
る中､ 地域金融8の積極的な取り組みも見ら
れるようになってきた｡ また､ 地域の市民の
寄付を集めるNPO基金や地域ファンドと呼
ばれる支援も増えている｡
最近の傾向としては､ オンラインによる寄
付のバリエーションが見られる｡ たとえば､
クリック募金9や個人の寄付のサイト10やソー
シャル・ネットワーキング・サービス (So-
cial Networking Service) との連動11があげ
られる｡ 近年ではファンドレイジングの新し
い試みも見られる｡ たとえば､ 途上国の子供
達に学校を作るなどの教育支援をおこなう米
国の NPO の Room to Read12では､ 新しい
寄付の考え方に立ち､ 集められた寄付は投資
ととらえており､ 徹底的したコスト意識で寄
付金の 9割はプロジェクトに回している｡ 使
途についてもニーズに即して対応しており､
カンボジアに 5か所の図書館､ あるいは､ ス
リランカに学校を作りたいという要望に応え､
モニタリングもきめ細かい｡ TABLE FOR
TWO International (TFT) のように､ 企
業と連携して寄付のしくみ13を作る例なども
見られる｡ また､ 2009 年にはファンドレイ
ジング協会が寄付文化の革新をめざして設立
された｡ これらの動きは､ ソーシャルビジネ
ス事業者の資金調達の新たなチャネルとして､
今後､ 期待されるところである｡
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Ⅱ NPO法人かものはしプロジェクトの
事例
ここでは､ かものはしの事業について､ 特
に収益の特徴を見ていく｡ かものはしを取り
上げる理由としては､ ①事業の目的がカンボ
ジアの児童買春・人身売買の解決という深刻
な社会的問題を扱う事業であること､ ②日本
の事業体であり､ 設立14が比較的新しく順調
に成長している点による｡
 NPO法人かものはしプロジェクト概要
かものはしは､ 2002 年､ 学生であった村
田早耶香 (以下村田) がカンボジアを訪れた
際に目の当たりにした児童買春問題について､
解決をすることを使命として始まった活動で
ある｡
問題の根源が農村部の貧困問題にあること
から､ カンボジアのコミュニティファクトリー
事業を自立させることが問題解決への道筋と
される｡ 現段階では､ 日本の IT事業とサポー
ター事業によって経済的に支える構造となっ
ている｡ 最終的には､ 日本からの資金援助な
しに､ カンボジア人による運営､ 拡大が目標
である｡
スタッフは日本事務所専従 17 名､ カンボ
ジア事務所 13名 (2010 年 4月現在)､ サポー
ター正会員 125 名､ サポーター会員 2075 名
(2010 年 1 月現在)､ 協賛企業・団体およそ
60 社､ 特別協賛 5社 (2010 年 12 月) 収入合
計およそ 1 億 2500 万円､ 資産合計 5,500 万
円となり､ 3 つの事業から成り立つ｡
3 事業の取組は以下の通りである｡
① IT 事業：企業向けのシステム開発や
WEB サイト制作を主にしており､ 当
初から全体の運営を支えてきた主要な
収入源である｡
② サポーター事業：活動を支えるサポー
ターと呼ばれる人々を会員として集め､
イベント､ 啓蒙活動をおこなう｡ 現在､
事業の柱となるまでに成長している｡
③ コミュニティファクトリー事業：職業
訓練や雇用の場､ 工芸品の販売などの
経済的自立を実現することを目的とし
ている｡ 児童保護､ 職業訓練､ 安定収
入確保､ 女性の自立支援などをおこなっ
ている｡ 2010 年からは､ 孤児院の支
援や警察訓練支援など活動の輪を広げ
ている｡
 7 年間の経営推移
次に､ かものはしの財務報告にもとづき､
これまでの 7年間について見てみよう｡
図表 1 は､ 2004 年度から 2010 年度までの
計上収入の内訳と推移を示したものである｡
全体としては､ 創業から困難な状況もありな
がらも､ 順調な成長路線を歩んでいる印象で
ある｡
準備期間を経て､ 2004年NPO法人化する｡
2005 年度は､ システム開発事業が予算を達
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図表 1 NPO法人かものはしプロジェクト収入の推移
(単位：千円)
2004 年度
(2004.9～2005.3)
2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度
IT事業 3,801 6,552 40,702 56,018 59,800 47,915 55,873
サポーター・寄付事業 4,440 6,830 13,765 23,897 41,090 55,420 61,284
コミュニティファクトリー事業 198 543 900 3,410 5,558
その他 (スタディツアー含む) 3,546 14,307 3,368 1,550 2,900 2,309 2,465
計上収入合計 11,787 27,689 58,033 82,008 104,690 109,054 125,180
(出所) かものはしプロジェクト財務報告より作成｡
成できず､ 伸び悩み､ その分をスタディーツ
アー事業で補う形となった｡ 人件費と運転資
金の増加で､ 融資も検討しているが実際は受
けていない｡ ファンドレイジング事業は ｢サ
ポーターが参加できる組織｣ をモットーに交
流を通して学べるイベントの企画を行った｡
この当時は､ 寄付金､ 会費事業､ スタディー
ツアーを“ファンドレイジング事業”と呼び､
前年度の目標を超えた｡ 次年度は 1.5 倍の成
長を計画したが､ 実際は 2倍近くを達成した｡
2006 年度は､ 収入規模は､ 全体として前
年比 2 倍を達成｡ IT 事業の好調により､ カ
ンボジアの事業規模も拡大した｡ サポーター
事業を強化していく計画をたて､ 2007 年度
170％を達成した｡ 次々と新しいプロジェク
トを展開15した｡ この年は新しい試みを積極
的におこなった｡
2007 年度は､ サポーター事業の好調によ
り､ IT 事業とともに収入の柱となり､ 資金
調達が安定してくる｡ サポーター会員新たに
300 人増加し､ 会員総数 557 人､ 正会員 96
名となった｡
2008 年度はメディアに大きく取り上げら
れた｡ サポーター事業は収支差額前年度比
130％を達成した｡ IT 事業と並ぶ収入の柱と
なる｡ サポーター 1321 人増加と驚異的な伸
びとなった｡
2009 年度は､ 創業以来､ 初めての赤字と
なる｡ IT 事業の不況や警察訓練支援の予算
以上の支出や計上漏れによる｡ 一方､ サポー
ター事業は 1,250 万円の増収となった｡ ただ､
会員になるよりも寄付を行う人が多く､ 目標
新規会員 1,000 名に対し 693 名となる｡ 目標
支援額 3942 万に対し､ 5,248 万達成となる｡
サポーター会員は､ 1700 名を超えた｡ IT 事
業と同程度に成長､ 財務が安定してくる｡ コ
ミュニティファクトリー事業は､ 5 年間赤字
ではあるものの､ 2009 年度実績は貧困層の
40世帯の経済的自立支援を果たす｡ ハンディ
クラフト製品の売り上げ 170％達成､ 現地ス
タッフが生産ラインの責任者になるなど成果
をもたらす｡
2010 年度は､ 収入は前年度から連続で､
一億円を超え､ 全事業ともに順調に成長した｡
サポーター事業は計画達成率､ 99％となった｡
2300 人のサポーターと 100 社の法人会員を
確保した｡ コミュニティファクトリー事業は
前年度比 163％と黒字化に向けて大健闘とな
る｡ 一方､ IT 事業は事業環境の悪化から､
縮小を決定する｡ 現段階では資金繰りに問題
はないとされる｡ 今後は､ 成長性の高いサポー
ター事業､ 新財源の開発を急ぐ計画とのこと
である｡
この 7年をふりかえると初期から事業を経
済的に支えてきた IT 事業は､ 役割を終えつ
つある｡ 一方､ サポーター事業が主要な柱と
して成長してきた｡ その間､ 日本､ カンボジ
アでの諸問題を乗り越えつつも､ カンボジア
のコミュニティファクトリー事業は確実に成
果が表われおり､ すでに孤軍奮闘の時期を過
ぎたと考えられる｡ 警察訓練支援､ 孤児院支
援に見られるように､ 同じ目的を共有する組
織との協働関係の構築により更なる広がりが
期待される｡
 サポーター事業について
事業全体の中で､ 成長が著しいサポーター
事業について､ さらに見てみよう｡
かものはしによるサポーター事業とは､ 国
際協力への参加の輪を広げることや活動資金
を獲得するために会員事業の運営や企業・団
体等との連携プロジェクトの企画・実施をす
ることとされる｡ また､ 講演会やチャリティ・
イベントを通して､ 児童買春・人身売買問題
の現状を伝え､ 問題解決に向けた協力を呼び
かける場でもある｡
成り立ちは､ 知恵や労力や寄付など何らか
の形で手助けしたいという人の受け皿を作り､
活動を広めていくことを目的とした事業部で
ある (村田､ 2009､ p. 158)｡ 2004 年 8 月に
｢サポーター制度16｣ を考案した｡ この頃は､
チャリティ・イベントやスタディーツアー､
中京企業研究70
講演会を企画した｡ 始めは､ 世話になった人々
がサポーターとなるものの､ その後､ 支援者
は増加せず､ 知名度も実績もないために試行
錯誤する｡
2005 年は講演も少なく厳しい状況が続く｡
2006 年ごろから講演会の依頼が増え､ サイ
トでの活動紹介やメールマガジンの配布､ キャ
ンペーンなどを積極的におこなう｡ その頃か
ら､ 活動を説明する二
に
木
もく
会
かい
17で反響を得てい
く｡ そこでは､ 寄付調達が目的だけでなく支
援者の声を聞いたり､ 交流する中で､ 支援者
の輪が広がっていく｡
2006 年頃から新しい寄付の方法にも積極
的に取り組み､ WEB から寄付の申込みがで
きるしくみも開発する｡ これは社会がネット
寄付に対して関心を寄せ始めた時期とも重な
る｡ ワンクリック募金18のしくみを作った｡
一か月に 5万円のクリックの目標が 3週間で
10 万クリックに到達といった予想以上の反
響を得た｡ かものはしを人脈､ 智慧､ 経験で
応援する人々の集まりであるミッショナリー
制度や月一回の二木会を開催した｡ 2008 年
の新ファクトリー建設のための短期間での資
金集めでは､ 協賛企業からも支援を得られな
い困難に陥る｡
現在は､ オンラインのサイトで寄付をする
人の立場に立って､ ニーズに沿ったメニュー
が提供されている｡ たとえば､ トップページ
には､ 500 円でできる寄付ボタンが用意され
ていたり､ サポーター事業のページでは､ ①
個人会員､ ②法人会員19､ ③物品を使って寄
付をする､ ④ご自身の講演会・本の売り上げ
の一部を寄付する⑤ハンディクラフト製品を
買うといったように､ 6 種類に分けられてい
る｡
個人会員の寄付金額は､ ひと月 1000 円か
らと比較的加入しやすい｡ 筆者もサポーター
の一人であるが､ 入会方法はWEBから簡単
な入力で､ 毎月クレジットカードから募金額
が引き落とされる｡ ｢かものはしガイドブッ
ク｣ という参加の手引きや ｢年次報告書｣､
｢会員証｣ が送られてくる｡ ほかに､ チャリ
ティースポーツを行う ｢サンド会｣ やクリス
マスパーティー､ 勉強会､ イベントなど様々
な参加の場がある｡ 年間約 20 回行い､ 500
人以上参加する｡
メールマガジンでの近況報告やイベントの
お知らせがこまめに届く｡ 応援の輪は広がっ
ており､ プロフェッショナルなスキルを持つ
人材も少なくない｡ 評議員や顧問の中には､
ファンドレイジングの専門家や第一線で活躍
するビジネスマンも見られる｡
このように見ていくと､ かものはしのサポー
ター事業というものは､ 単に寄付金集めの事
業でないことが理解される｡ ここでは､ かも
のはしの理念を伝えること､ 共感してもらい､
賛同を得ること､ そして､ 何より重視されて
いることは､ 同じ問題を共有する仲間づくり
と考えられる｡ すでに会員は 2000 名を超え､
理念を共有したコミュニティでもある｡ 現段
階では､ サポーター事業は収益の柱と位置付
けられている｡
Ⅲ サポーター事業の成長の理由
一般的な企業にしてもNPOにとっても継
続的に寄付を集めていくことは難しいもので
ある｡ かものはしでも寄付集めには苦労がつ
きまとうことが述べられている｡ 村田自らが
並々ならぬ努力と多大な時間を注いできたこ
とが伝わってくる｡
サポーター事業は最初､ およそ 400 万円か
ら始まった｡ 6 千万円を超えるまでに成長さ
せたことは大きな成果といえよう､ そこには
いくつかの理由があると考えられる｡ ここで
は 3点をあげてみたい｡
一つ目は､“先行的な社会の認知”がある
と考える｡ 社会起業家として村田の知名度や
ソーシャルビジネス先行組としての認知度の
高さがあげられる｡ かものはしが法人化され
た2004年は､ NPO法制定から5年が過ぎて､
法人数も､ 活動実績も増加している頃である｡
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さらに世界的にも新しいコンセプトの事業型
NPO や社会的企業､ 社会起業家､ ソーシャ
ルビジネスといった活動に注目が集まり始め
る頃である｡ しばしば､ 村田はメディアに取
り上げられている｡ 解決すべき問題は深刻で
あり､ 事業モデルには､ インパクトがある｡
また､ 村田の真摯な姿勢と熱意は､ 強く印象
付けられる｡ このようなメディアでの情報発
信は､ 社会の関心を集めた｡ その結果､ かも
のはしは､ 数多くあるNPOの中でも抜群の
知名度を誇っている｡ 小さいながらも活動は､
広く人々に認知されているのである｡
二つ目は､“共感の深さ”である｡ ソーシャ
ルビジネスは､ 事業者によって扱うテーマが
異なる｡ かものはしでは､ 解決しようとする
問題は非常に悲惨で､ 緊急性をもつものであ
る｡ 国が扱うような人権や正義にかかわる性
質のものでもある｡ ひとたび､ 人々がこの活
動を知れば､ 人間としてなんとかしたいと感
情に訴えかけられるテーマを持つ｡ これは､
人種や国境をこえ､ 共通認識になりえるもの
である｡ 実際､ アメリカやタイにまで支援の
輪は広がっている｡ この共感の深さが､ 人々
の支援を引き寄せ続けていると考えられる｡
三つ目は“継続的な共感の場づくり”があ
げられる｡ かものはしが試行錯誤を経て構築
してきたものである｡ 活動を伝え､ 共鳴する
人々を増やす講演会とともにイベントやチャ
リティーなど一体感を感じられる交流の場も
用意されている｡ 日本にいながら現地の問題
に貢献できるしくみである｡ さまざまな背景
を持つ人々が同じ目的を共有し､ 解決の道を
生み出すためのコミュニティづくりへのプロ
セスとも考えられる｡ そこでは､ 問題意識の
共有や討論や勉強会など真摯に取り組める仲
間づくりの側面もある｡
これまでの慈善組織のように社会性の高い
活動では､ 寄付を募ることは一般的とされて
きた｡ 社会性の高いソーシャルビジネスでは､
本業の収益事業のみで資金を得るのは難しい
点もある｡ 寄付を集めることつまりファンド
レイジングで資金を確保することは社会から
も支持されると思われる｡ そのためには､ 従
来の寄付活動とは異なるアプローチや工夫が
必要であろう｡ その点､ かものはしのサポー
ター事業では､ 時間も手間もかけており､ 組
織の知恵やエネルギーをかなり注いでいるこ
とが理解される｡
しかし､ 考えなくてはいけない点は､ 同じ
ソーシャルビジネスであってももたらされる
社会的価値 (成果) は異なることである｡ 価
値がより広い対象にもたらされる事業タイプ
から地域に限定されるものまで､ 広がりや影
響力に違いがある｡ 先の Room to Read や
かものはしに共通するテーマは貧困問題に起
因する深刻な国際的な問題である｡ この事業
タイプは､ より広い範囲の人々からの継続的
な支援は得られやすい点があり､ ファンドレ
イジングの導入によって､ もう一つの収益の
チャネルとして効果をもたらすと考えられる｡
一方､ 特定の人々や地域に限定されたタイ
プでは､ ファンドレイジングを高く評価して
しまうことには限界があるだろう｡ あくまで
も事業収益を生むようなビジネスモデルを考
案することが欠かせないと思う｡ 営利事業と
比べて､ ソーシャルビジネスでは､ 問題の解
決を果たすことや結果を示すまでに､ 非常に
時間がかかると思われる｡ かなり長期的な視
点で事業を継続していく覚悟が必要とされる｡
そのためには､ 本業としての収益モデルがしっ
かりと根を張ることが重要である｡ この場合
のファンドレイジングは､ 本業を補完する形
での位置づけが好ましいだろう｡ また､ 不特
定多数の人々への説明より､ ステークホルダー
に対して､ その効果を訴えることが優先され
る｡ ここでは金銭的な側面に力点をおくので
はなくて､ むしろボランティアの動員による
労働力の提供やプロフェッショナルな人材に
よる知恵の支援などの非金銭的な支援が効果
的ではなかろうか｡ この場合でも､ 同じ目的
を持つ人々との協働のしくみづくりが成功の
鍵を握ると考えられる｡
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つまり､ ソーシャルビジネスでは､ 本業の
事業から収益を生み出すことが最善と考えら
れるが､ タイプによっては､ ファンドレイジ
ングの導入は大きな力になりえるし､ 可能性
に満ちていることも理解される｡ そのために
は､ ソーシャルビジネス事業者も慈善事業と
は一線を画するプロフェッショナルなマネジ
メントが重視されていくだろう｡
おわりに
今後､ 様々な社会的な問題に取り組むソー
シャルビジネスは増えていくであろう｡
各自のビジネスモデルから収益をあげる努
力は必然とされる｡ しかし､ かものはしのサ
ポーター事業のような収入も重要な資金源と
考えられる｡ このケースでは､ 従来の寄付行
為を超えた意味やしくみが付加されていた｡
ソーシャルビジネスにおける新たな資金調達
の可能性を示していると思われる｡
また､ 不特定多数の人々の共感を得ること､
それを寄付行為という形にして継続化できる
か否やということは､ ほかならぬ､ そのソー
シャルビジネスが社会の中で存在意義を持っ
ているかどうかということの試金石とも考え
られる｡ そのためには事業者は説明責任､ 透
明性や信頼性を担保することが求められるで
あろう｡ つまり､ ソーシャルビジネスは社会
からの認知・評価が常につきまとう事業とも
考えられる｡ 一方､ 個人から眺めてみると､
これまでの寄付行為は､ 多くは伝統的な慈善
機関を通じてなされてきた｡ 個々の取り組み
や使途の詳細､ さらにその社会的インパクト
などについても把握できるとは言い難かった｡
ところが､ ソーシャルビジネスを通じての
方法では､ 個人自らが寄付先を選び､ その後
の使途やプロセス､ あるいは結果にまで関与
することが可能である｡ このプロセスではモ
ノやカネのみならず労働力やプロフェッショ
ナルなスキルをも提供できる場ともなる｡
ドラッカー (1990) は寄付者を貢献者に転
換することこそ､ 非営利機関にとって､ 第一
の仕事であることを示唆している｡ 今後､ ソー
シャルビジネスが個人の関心を持つ社会的課
題へピンポイントでつなぐ道筋となり､ 個人
が社会貢献活動をおこなえる場を提供する機
関になりえるかもしれない｡ ソーシャルビジ
ネスというもののさらなる役割も秘めている
のではなかろうか｡ バリエーション豊かなソー
シャルビジネスが世界や地域に広がることで
多様な社会的価値が創出されることにつなが
ると考える｡
注
1 イギリスでは5万5000のソーシャル・エンター
プライズが活動しており､ セクターの規模は
全企業の約 5％に達する (塚本､ 2008､ p. 33)｡
2 2001 年貿易産業省にソーシャル・エンタープ
ライズ・ユニット設置､ その後内閣府に設置
されたサードセクター局に統合｡ 内閣府では
ソーシャル・エンタープライズ・アクション
プランを策定｡
3 ソーシャルビジネス研究会報告書 (2008)
http://www.meti.go.jp/press/20080403005/
20080403005.html
4 寄付は､ 個人と法人､ その他財団等からなる｡
寄付の種類は､ 現金､ 物品､ 時間､ 労働力で
ある｡
5 ソーシャルビジネス推進研究会 (2011) はソー
シャルビジネス研究会報告書 (2008) の成果
や課題を総括し､ 今後の推進の在り方を提言
書として報告している｡
6 ホームレスのための快適な住環境の提供､ 自
立､ 生活改善､ 職場復帰までを一貫的に支援､
年間予算 1450 万ドル (2006)
7 補助金は､ 政府や援助団体から受け取るもの
である｡ これら寄付と補助金の占める割合は､
一般事業が占める割合に比べてかなり高い｡
内閣府非営利サテライト勘定報告書 (非営利
部門の収入構成 2004 年度) によるとNPO法
人の収入の構成比として販売 (39.6％)､ 政府
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補助(11.8％)の他､ 寄付が 21.5％にものぼる｡
8 るしんNPOサポートローン (留萌信用金庫)､
すしん ECO・BANK (須賀川信用金庫)､ 西
武コミュニティオフィス (西武信用金庫) な
どさまざまな取り組みがある｡
9 ユーザーが企業のバナー広告をクリックする
とスポンサー企業がクリック数に応じた寄付
をするしくみ｡
10 2001 年オンラインによる (個人寄付サイト)
が登場｡ 10 年を経てネットユーザーの増加に
ともない寄付サイトも増加｡
11 ツイッターでつぶやくことで一日一円の募金
ができる ｢ツイッター募金｣､ 口蹄疫被害支援
立ち上げ直後一日 3 万件近いつぶやきの応援
があった (寄付白書､ 2011)｡
12 元マイクロソフト社員のジョン・ウッドによっ
て設立｡ 世界的ネットワーク拠点 (チャプター)
を持ち､ 3 千人のボランティアが知恵を出し
合い､ 資金を集める (Wood､ 2009)｡
13 社員食堂のヘルシーメニューを選ぶとその代
金の中から 1食につき､ 20 円の寄付金をアフ
リカの学校給食へ支援する｡ 参加する企業､
団体は 2009 年 12 月末現在 224 企業・団体に
達する (寄付白書､ 2011)｡
14 2002 年プロジェクト始動｡ 2004 年 NPO 法人
として登記｡ 2009 年現在スタッフ平均年齢 26
歳｡
15 帯プロジェクトは日本のデザイナーとコラボ
レーションを行い､ カンボジアのシルクで帯
を仕立て販売する｡ 心意気プロジェクトは応
援メッセージをカンボジアの孤児院の子供達
に送るもの｡
16 サポーター (会員) 制度として一口千円､ 三
千円､ 五千円からを選択して支援してもらう
方法を考案した｡ 2009 年現在､ 一口月額 1000
円からである｡
17 サポーターの友人・知人､ 興味ある人に活動
説明を聞きにきてもらい交流などをする場｡
18 参加者からの応援メッセージをWEB に掲載
し､ 共感した人は ｢共感ボタン｣ をクリック
し､ ワンクリック＝1 円が寄付されるしくみ｡
結果 PCがカンボジアの子供達に送られた｡
19 一口 10 万円 (年額) 以上｡ 30 万円以上は感
謝状が送られる｡ 使い道は､ コミュニティファ
クトリー事業の工房運営費､ 孤児院・警察訓
練支援にかかる費用支援､ 世界での子どもが
売られる問題の調査､ 一部日本での事務局経
費となる｡
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